
総務省消防庁

予防・警報に関する取組の方向性について

第４回大船渡市林野火災を踏まえた消防防災対策のあり方に関する検討会 資料２
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大船渡市林野火災を踏まえた取組の方向性（抜粋）



○ 管轄人口：270,744人
○ 管轄面積：767.72㎢
○ 消防職員：308人

福島市消防本部（福島県）

消防本部の概要

○ 火災気象通報（【乾燥】、【強風】いずれか）を受けた場合に発令する。

乾燥注意報：①最小湿度40%,実効湿度60%で風速8m/s以上
②最小湿度30%,実効湿度60%

強風注意報：平均風速12m/s

発令実績（直近５年間）

令和２年 38回 （90日間）

令和３年 71回 （137日間）

令和４年 54回 （96日間）

令和５年 65回 （114日間）

令和６年 83回 （113日間）

○ 積極的に巡回は実施していないが、住民から通報があれば現地に出向し、火の使用
を中止するよう指導している。

○ 消防団、市内の各支所、主要事業所などに対してメール送信するほか、消防署所に吹
き流し及び掲示板を設置し、夜間は赤灯を点灯する。

○ 消防団から周辺住民に伝達することにより、周知している。

火災警報発令時の周知方法

発令基準

火の使用制限の確認方法

○ 以前から火災警報の発令実績があり、住民に対して注意喚起を行っていることから、
特に林野を含む地域において、発令時に火の使用は抑えられている。

○ 令和3年に発令基準を見直し、火災気象通報を受けた場合に発令することとし、以前
より発令回数は増えたと感じるが、発令時の火の使用制限に対する苦情などはない。

住民への影響

※数値は令和６年３月全国消防便覧より
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消防本部における取組の例（火災警報関係①）

警報発令時に
設置する掲示板

警報発令時に
設置する吹き流し



○ 管轄人口：85,851人
○ 管轄面積：2,534.25㎢
○ 消防職員：161人
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高山市消防本部（岐阜県）

消防本部の概要

○ 火災気象通報を受けており、かつ、気象の条件が①又は②に該当する場合に発令する。
① 「乾燥注意報」及び「強風注意報」の双方が発表されたとき
② 前日の実効湿度が６０％以下で、「乾燥注意報」又は「強風注意報」が発表されたとき

乾燥注意報：最小湿度25%で、実効湿度60%
強風注意報：平均風速12m/s

発令実績（直近５年間）

令和２年 ５回 （５日間）

令和３年 ４回 （７日間）

令和４年 １回 （１日間）

令和５年 ４回 （11日間）

令和６年 ２回 （３日間）

○ 巡回警戒の実施。

○ 防災行政無線、消防車両による巡回広報、メール配信、ホームページ、防災ラジオ、
報道機関へのFAXを通じた周知広報を実施。

火災警報発令時の周知方法

発令基準

火の使用制限の確認方法

○ メール配信、防災ラジオなどを利用している世帯は多く、長年周知広報を実施し
た結果、現在は火災警報が住民に浸透していると考えている。苦情等はない。

住民への影響

※数値は令和６年３月全国消防便覧より

市民向けメール

消防本部における取組の例（火災警報関係②）



○ 消防長は、①から③までのいずれかに該当する状態となり、火災予防上危険であると認めるとき※に、火災注意報を
発令する。
① 実効湿度が60パーセント以下であって湿度が50パーセント以下となる見込みのとき
② 湿度が60パーセントを下り、（最大）風速が５メートルを超える見込みのとき
③ 平均風速７メートル以上の風が１時間以上連続して吹く見込みのとき（降雨又は降雪中は発令しない）

○ 発令後に、各市町村等に対して一斉メール等で周知する。

○ 構成市町村：八戸市ほか７町村
○ 管轄人口：315,944人
○ 管轄面積：1,346.85㎢
○ 消防職員：429人

八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部（青森県）

消防本部の概要 ※数値は令和６年３月全国消防便覧より

発令実績（直近５年間）

令和２年 １回 （12日間）

令和３年 ６回 （32日間）

令和４年 ４回 （24日間）

令和５年 ５回 （19日間）

令和６年 ６回 （31日間）

○ 発令時は、屋外における火気の使用について関係者に対して警告・注意し、又は
火災予防上必要な手段を講じさせる等出火防止に努めることとなっている。

○ 防災行政無線、消防車両による巡回、市町村の通知アプリ、LINE、SNS（X）を通
じた周知広報を実施。

火災注意報発令時の周知方法

発令基準及び発令までの事務フロー

発令による効果

火災注意報発令中における
消防本部ホームページのバナーの例

○ 消防車両による巡回の際、たき火や火入れを行っている者に対する警告・注意や、
消火準備の依頼を行う。また、たき火の届出等の際に、仮に火災注意報が発令され
たらたき火を控えるように伝える。

具体的な取組
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消防本部における取組の例（火災注意報関係①）

乾燥注意報：実効湿度67%、このほか県内気象官署の風速、最小湿度など考慮
強風注意報：平均風速13m/s

※ 火災気象通報（乾燥注意報又は強風注意報を
※発するときに行われる）も考慮して判断



○ 消防局長は、①又は②に該当し、かつ、必要と認めるときは、火災注意報を発令する。
① 彦根地方気象台長が火災気象通報※を発したとき。
② 火災が多発しているとき。

○ 発令後に、４市の消防署に対して周知する。

○ 構成市町村：草津市ほか３市 ○ 管轄人口：345,244人 ○ 管轄面積：256.39㎢ ○ 消防職員：361人

湖南広域消防局（滋賀県）

消防本部の概要 ※数値は令和６年３月全国消防便覧より

発令実績（直近５年間）

令和２年 24回 （24日間）

令和３年 69回 （69日間）

令和４年 75回 （75日間）

令和５年 80回 （80日間）

令和６年 59回 （59日間）

○ 発令時は、火気の使用について注意喚起を行うこととなっている。

○ 消防署による巡回を通じた周知広報を実施。

火災注意報発令時の周知方法

発令基準及び発令までの事務フロー

発令による効果

○ 消防署による巡回は、林野火災等が起きやすいと考えられる場所を中心に実施し、
乾燥や強風により火災が起きやすい旨、火の取扱いに注意してほしい旨の注意喚
起を行う。

○ 焼却行為を行っている者に対しては、焼却行為の中止や消火準備の実施を指導
する。

具体的な取組

※ 乾燥注意報（最小湿度40％で実効湿度65％）又は強風注意報
（平均風速12m/s）を発するときに、火災気象通報が行われる。
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消防本部における取組の例（火災注意報関係②）



○ 構成市町村：飯田市ほか１３町村 ○ 管轄人口：１５４,７７４人 ○ 管轄面積：１，９２８.91㎢ ○ 消防職員：２１６人

飯田広域消防本部（長野県）

消防本部の概要 ※数値は令和６年３月全国消防便覧より

○ 平成２３年にたき火が原因の火災が多発した関係で、林野火災予防対策に力を入れて取り組んでいる。
○ 全てのたき火を届出の対象としており、ほとんどが果樹の剪定枝の焼却や枯れ草焼きとなっている。
○ ３月が特に多く、年間１０,000件以上の届出を受けている。
○ 管内の屋外における燃焼行為を起因とする火災は減少傾向にあり、届出の効果は出ている。

取組の概要

届出件数（令和6年）

１月 １，１０８件

２月 １，２７１件

３月 １，８１４件

４月 １，３１０件

５月 ７３９件

６月 ５００件

７月 ４６０件

８月 ４１７件

９月 ５２１件

１０月 ６４４件

１１月 ８４４件

１２月 １，０８０件

合計 １０，７０８件

○ 広報誌や防災行政無線、CATV、ラジオ、YouTubeを通じた周知広報を実施。

届出制度の周知方法

○ 届出の受付は書類、電話、FAX等で行っているが、電話受付が主。
○ 氏名、電話番号、焼却場所、焼却日時、焼却物等を聞き取り、口頭で注意喚起を行うと
○ともに、指令センターにも共有される全署共通のデータベースに入力して管理している。

基本的な事務フロー

○ 消火準備を行うこと、その場を離れないこと、風が強くなった場合には中止すること、実
施後は確実に消火すること等。

注意喚起の内容

○ たき火の届出が多い地域を管轄する消防署では、朝５時頃から電話での届出が入りだし、
午前９時頃までは電話対応に追われることもあるなど、職員の負担感はある。

職員の事務負担
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消防本部における取組の例（たき火の届出関係①）



○ 構成市町村：山梨市、甲州市 ○ 管轄人口：63,436人 ○ 管轄面積：553.91㎢ ○ 消防職員：121人

東山梨行政事務組合東山梨消防本部（山梨県）

消防本部の概要 ※数値は令和６年３月全国消防便覧より

○ 過去に管内で大規模な林野火災があった関係で、林野火災予防対策に力を入れて取り組んでいる。
○ たき火の届出は煙が上がるような行為を全て対象としており、ほとんどが果樹の剪定枝の焼却となっている。
○ 桃の収穫が終わる９月以降が特に多く、年間2,000件以上の届出を受けている。
○ 管内の屋外における燃焼行為を起因とする火災はほとんどが無届のものなので、届出の効果は出ている。

取組の概要

届出件数（令和6年）

１月 406件

２月 346件

３月 317件

４月 １０３件

５月 ６１件

６月 ３５件

７月 ２０件

８月 ３８件

９月 １２１件

１０月 １８３件

１１月 ２４４件

１２月 ３６０件

合計 ２，２３４件

○ 広報誌や農業協同組合（JA）を通じた周知広報を実施。

届出制度の周知方法

○ 届出の受付は各消防署における電話受付が主。
○ 氏名、住所、電話番号、焼却場所、焼却日時、焼却物、焼却量等を聞き取っている。
○ 口頭で注意喚起を行うとともに、指令室にも情報共有を行っている。

基本的な事務フロー

○ 消火準備を行うこと、その場を離れないこと、近くに燃え移るものを置かないこと、風が
強くなった場合には中止すること等。

注意喚起の内容

○ ある程度の負担感はあるが、例年決まった方が届出をしてくることが多く、データで過
去の届出情報も参照できるため、大きな負担ではない。

職員の事務負担
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消防本部における取組の例（たき火の届出関係②）



＜基本的な考え方＞
平時においては、たき火の届出制度や火入れの許可制度を通じて、各消防本部が林野火災発生の原因となるたき火や火入れの実施を把握し、

これらを行う者に対して必要な防火指導を行うとともに、気象庁が少雨等の気象状況を消防本部をはじめとする関係機関や住民に対して周知し、

必要な注意喚起を行うことで、林野火災予防の徹底を図る。

また、実際に林野火災の予防上危険な気象状況になった際には、これらの取組に加えて、段階に応じて、各市町村が（仮称）火災注意報や火災

警報を的確に発令し、防火指導の強化や火の使用制限の徹底を行うことで、林野火災予防の実効性を高める。

＜具体的な取組（イメージ）＞

１ たき火の届出制度
火災予防条例（例）上、一定の範囲のたき火の届出制度を明確に位置付け、各消防本部による把握の取組を徹底する。

２ 火入れの許可制度
火入れの許可制度の周知を行うとともに、火入れを許可する部局と消防本部との情報連携の強化を促進する。

３ 気象庁による気象状況の周知
顕著な少雨が観測された場合は、臨時の記者会見や気象庁ウェブサイト等により、火の取扱いへの注意喚起を新たに実施する。

４ 火災警報等の的確な発令
火災予防条例（例）上、強い制限・罰則を伴う火災警報の前段階の注意喚起等の仕組みとして、（仮称）火災注意報を位置付けるとともに、

（仮称）火災注意報・火災警報のそれぞれについて、各市町村が的確に発令できるよう、発令指標を設定する。

それに当たっては、過去の大規模林野火災発生時の状況も踏まえつつ、長期間の降雨の状況（林床可燃物の深い部分の乾燥度に影響すると考え

られる）や短期間の降雨の状況（林床可燃物の浅い部分の乾燥度に影響すると考えられる）、乾燥の状況、強風の状況等を指標とすることを検討する。

併せて、火災警報発令時の火の使用制限について、項目・対象地域を状況に応じて適宜選定することを可能とする。

５ 消防本部による防火指導の強化
たき火や火入れを行う者に対して、必要に応じて消防法第３条も活用しながら、消火準備等の必要な防火指導を行う。（仮称）火災注意報

発令時には防火指導の強化を、火災警報発令時には警戒パトロール等による火の使用制限の徹底をそれぞれ行う。
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予防・警報に関する取組の具体的な方向性について（案）

以下の基本的な考え方に基づき、１～５のような具体的な取組を行うことで、林野火災予防の実効性を高めることとしてはどうか。



○ 過去20年間で100ha以上の焼損面積となった大規模林野火災（２７事例）と今年発生した長野県上田市・宮崎県宮崎市の
○林野火災（2事例）について、その当時の気象状況を調査したもの（対象となる林野火災は消防本部からの報告を元に抽出）。

概要

市町村
焼損面積
（ha）

出火日

1 広島県福山市 100 H18.1.11

2 熊本県山都町 173 H18.1.29

3 岩手県釜石市 160 H20.4.4

4 愛媛県今治市 107 H20.8.24

5 宮城県角田市 102 H21.4.10

6 兵庫県高砂市 133 H23.1.24

7 香川県直島町 226 H23.8.9

8 東京都三宅村 156 H24.11.16

9 長野県諏訪市 220 H25.4.28

10 群馬県桐生市 263 H26.4.15

11 山口県美祢市 151 H27.2.13

12 岩手県釜石市 413 H29.5.8

13 熊本県山都町 180 H30.2.20

14 北海道雄武町 215 R1.5.22

15 栃木県足利市 167 R3.2.21

調査対象

市町村
焼損面積
（ha）

出火日

16 福岡県北九州市・苅田町 128 R4.2.26

17 福島県郡山市 113 R5.3.8

18 長野県茅野市・諏訪市 166 R5.5.4

19 広島県江田島市 242 R6.1.13

20 岩手県宮古市 180 R6.4.20

21 山形県南陽市 137 R6.5.4

22 岩手県大船渡市 324 R7.2.19

23 山梨県大月市 150 R7.2.26

24 岩手県大船渡市 3,370 R7.2.26

25 熊本県南阿蘇村 220 R7.3.23

26 愛媛県今治市・西条市 482 R7.3.23

27 岡山県岡山市・玉野市 486 R7.3.23

28 長野県上田市 60 R7.2.28

29 宮崎県宮崎市 50 R7.3.25

（参考）

（参考）過去の大規模林野火災と気象状況との関係
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市町村
焼損面積
（ha）

出火日
出火
時刻

鎮圧日
鎮圧
時刻

乾燥注意報 強風注意報

出火日 出火日 翌日 翌々日 ４日目以降※

1 広島県福山市 100 H18.1.11 13：25 H18.1.14 9：10 ○ × × × ○

2 熊本県山都町 173 H18.1.29 13：30 H18.1.29 20：46 ○ × - - -

3 岩手県釜石市 160 H20.4.4 14：50 H20.4.8 14：00 ○ × 〇 × 〇

4 愛媛県今治市 107 H20.8.24 16：55 H20.8.26 17：00 × × × × -

5 宮城県角田市 102 H21.4.10 16：55 H21.4.12 17：30 ○ × × × -

6 兵庫県高砂市 133 H23.1.24 5：50 H23.1.25 16：30 ○ × × - -

7 香川県直島町 226 H23.8.9 14：00 H23.8.12 16：00 × × × × ×

8 東京都三宅村 156 H24.11.16 10：25 H24.11.18 8：15 ○ ○ ○ ○ -

9 長野県諏訪市 220 H25.4.28 9:39 H25.4.28 16：00 ○ × - - -

10 群馬県桐生市 263 H26.4.15 22：40 H26.4.19 18：00 ○ × × × ×

11 山口県美祢市 151 H27.2.13 13：20 H27.2.13 （20：00） ○ ○ - - -

12 岩手県釜石市 413 H29.5.8 （11:56） H29.5.15 13：20 ○ ○ ○ ○ ○

13 熊本県山都町 180 H30.2.20 13：22 H30.2.20 21：22 × × × × ×

14 北海道雄武町 215 R1.5.22 （16:06） R1.6.6 14：30 × × × × ○

15 栃木県足利市 167 R3.2.21 15：20 R3.3.1 16：00 ○ × ○ × ○

16
福岡県北九州市

・苅田町
128 R4.2.26 11：43 R4.2.27 14：53 ○ ○ ○ - -

17 福島県郡山市 113 R5.3.8 11：10 R5.3.10 15：16 ○ × × × -

乾燥・強風注意報の発表状況
＜凡例＞

○発表されていた ×発表されていなかった －鎮圧後○ 過去の大規模林野火災発生時の乾燥・強風注意報の発表状況は以下のとおり。

（参考）乾燥・強風注意報の発表状況①
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市町村
焼損面積
（ha）

出火日
出火
時刻

鎮圧日
鎮圧
時刻

乾燥注意報 強風注意報

出火日 出火日 翌日 翌々日 ４日目以降※

18
長野県茅野市

・諏訪市
166 R5.5.4 13：00 R5.5.5 6：55 ○ × × - -

19 広島県江田島市 242 R6.1.13 （10：23） R6.1.16 17：30 ○ ○ ○ ○ ×

20 岩手県宮古市 180 R6.4.20 （13：03） R6.4.23 11：30 × ○ × × ×

21 山形県南陽市 137 R6.5.4 （12：52） R6.5.7 17：57 ○ × × × ×

22 岩手県大船渡市 324 R7.2.19 （11：55） R7.2.25 15：05 ○ × × × ×

23 山梨県大月市 150 R7.2.26 （13：47） R7.3.3 14：30 ○ × × × ×

24 岩手県大船渡市 3,370 R7.2.26 （13：02） R7.3.9 17：00 ○ ○ ○ ○ ○

25 熊本県南阿蘇村 220 R7.3.23 （13：42） R7.3.24 6：40 × × ○ - -

26
愛媛県今治市

・西条市
482 R7.3.23 （15：53） R7.3.31 15：53 ○ × × × ×

27
岡山県岡山市

・玉野市
486 R7.3.23 （15：02） R7.3.28 12：00 × × ○ × ×

28 長野県上田市 60 R7.2.28 （12：14） R7.3.2 （11：20） ○ × × × -

29 宮崎県宮崎市 50 R7.3.25 （11：45） R7.3.26 18：30 ○ × ○ - -

（参考）

※ 「出火時刻」欄は出火時刻が不明な場合には（）書きで覚知時刻を記載している。
※ 「鎮圧時刻」欄は鎮圧時刻が不明な場合には（）書きで推定鎮圧時刻を記載している。
※ 当該日の中で一定の時間帯のみ発表されていた場合も含めて○としている。
※ 強風注意報の「４日目以降」欄は４日目から鎮圧日までの間に１日でも発表されていれば○としている。

乾燥注意報が発表されていたもの ： 22事例／29事例
強風注意報が発表されていたもの ： 14事例／29事例（焼損面積400ha以上のものでは３事例／４事例）

※ 強風注意報は期間中に１日でも発表されていれば「発表されていたもの」としてカウントとしている。

（参考）乾燥・強風注意報の発表状況②
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市町村
焼損面積
（ha）

出火日
前3日間
（mm）

前10日間
（mm）

前30日間
（mm）

前30日間
平年比

前60日間
（mm）

前60日間
平年比

前90日間
（mm）

前90日間
平年比

1 広島県福山市 100 H18.1.11 0.0 0.0 1.5 4% 5.5 6％ 80.5 49%

2 熊本県山都町 173 H18.1.29 0.0 8.0 66.0 95% 103.0 72％ 169.0 72%

3 岩手県釜石市 160 H20.4.4 0.0 16.0 47.0 45% 74.0 43％ 87.0 37%

4 愛媛県今治市 107 H20.8.24 1.0 5.5 20.5 23% 53.0 17％ 256.5 54%

5 宮城県角田市 102 H21.4.10 0.0 27.0 36.0 51% 79.0 63％ 166.0 95%

6 兵庫県高砂市 133 H23.1.24 0.0 1.0 13.5 38% 67.5 80％ 98.0 64%

7 香川県直島町 226 H23.8.9 0.0 3.5 38.5 38% 332.0 113％ 655.0 168%

8 東京都三宅村 156 H24.11.16 1.5 55.0 264.0 85% 613.5 95％ 702.0 79%

9 長野県諏訪市 220 H25.4.28 0.0 27.5 107.0 113% 158.5 90％ 224.5 98%

10 群馬県桐生市 263 H26.4.15 0.0 0.0 30.5 40% 170.0 138％ 204.5 131%

11 山口県美祢市 151 H27.2.13 6.0 35.0 163.0 174% 244.5 145％ 381.0 148%

12 岩手県釜石市 413 H29.5.8 0.0 0.5 124.5 91% 159.5 66％ 175.0 55%

13 熊本県山都町 180 H30.2.20 18.5 43.0 66.5 53% 184.5 91％ 221.5 72%

14 北海道雄武町 215 R1.5.22 0.0 0.0 29.0 51% 65.5 68％ 101.5 74%

15 栃木県足利市 167 R3.2.21 0.0 39.5 63.5 179% 63.5 96％ 64.5 62%

16
福岡県北九州市

・苅田町
128 R4.2.26 0.0 17.5 28.0 36% 62.5 43％ 112.5 53%

17 福島県郡山市 113 R5.3.8 0.0 0.0 20.5 53% 28.5 37％ 56.5 50%

降水量の状況

○ 過去の大規模林野火災発生前3日間・10日間・30日間・60日間・90日間の合計降水量等の状況は以下のとおり。

（参考）降水量の状況①
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市町村
焼損面積
（ha）

出火日
前3日間
（mm）

前10日間
（mm）

前30日間
（mm）

前30日間
平年比

前60日間
（mm）

前60日間
平年比

前90日間
（mm）

前90日間
平年比

18
長野県茅野市

・諏訪市
166 R5.5.4 0.0 81.5 130.5 141% 228.0 128％ 264.5 111%

19 広島県江田島市 242 R6.1.13 0.0 0.0 14.0 37% 93.0 95％ 113.5 62%

20 岩手県宮古市 180 R6.4.20 6.5 6.5 86.0 106% 191.5 122％ 341.0 155%

21 山形県南陽市 137 R6.5.4 0.0 5.0 49.5 68% 123.0 84％ 220.0 101%

22 岩手県大船渡市 324 R7.2.19 0.5 1.0 7.0 15% 23.5 24％ 92.5 55%

23 山梨県大月市 150 R7.2.26 0.0 0.0 7.0 14% 28.5 29％ 28.5 20%

24 岩手県大船渡市 3,370 R7.2.26 0.0 0.5 3.5 8% 23.0 23％ 38.0 24%

25 熊本県南阿蘇村 220 R7.3.23 0.0 51.5 116.0 82% 165.0 69％ 197.5 65%

26
愛媛県今治市

・西条市
482 R7.3.23 0.0 21.0 61.5 70% 88.0 61％ 97.5 51%

27
岡山県岡山市

・玉野市
486 R7.3.23 0.0 19.5 58.0 83% 84.5 78％ 96.5 68%

（参考）

市町村
焼損面積
（ha）

出火日
前3日間
（mm）

前10日間
（mm）

前30日間
（mm）

前30日間
平年比

前60日間
（mm）

前60日間
平年比

前90日間
（mm）

前90日間
平年比

28 長野県上田市 60 R7.2.28 0.0 0.0 9.5 17％ 19.5 19％ 27.0 19％

29 宮崎県宮崎市 50 R7.3.25 0.0 43.0 101.0 70％ 202.5 87％ 214.5 72％

※ 事例25 熊本県南阿蘇村については、アメダス南阿蘇の観測期間が短く平年値が算出されないため、近隣のアメダス高森の平年値を使用して計算。

（参考）降水量の状況②
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○ 過去の大規模林野火災発生前3日間の合計降水量と林野焼損面積との関係は以下のとおり。

全29事例

（参考）前3日間の合計降水量の状況
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○ 過去の大規模林野火災発生前10日間の合計降水量と林野焼損面積との関係は以下のとおり。

全29事例

1 10 20

（参考）前10日間の合計降水量の状況
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○ 過去の大規模林野火災発生前30日間の合計降水量と林野焼損面積との関係は以下のとおり。

全29事例

（参考）前30日間の合計降水量の状況
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○ 過去の大規模林野火災発生前60日間の合計降水量と林野焼損面積との関係は以下のとおり。

全29事例

（参考）前60日間の合計降水量の状況
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○ 過去の大規模林野火災発生前90日間の合計降水量と林野焼損面積との関係は以下のとおり。

全29事例

（参考）前90日間の合計降水量の状況
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火入れ
（森林法第21条の許可対象となるもの）

（※１）火災警報等に関するアンケート調査結果によると、多くの消防本部が、たき火を当該規定に基づく届出の対象としている。
（※２）（参考）「野焼き」は法令用語ではないが、例えば国語辞典では「①草の芽がよく出るように、早春、野の枯れ草を焼くこと。

②廃棄物を野外で焼却すること。廃棄物処理法により原則禁止されている。」（大辞林第四版）などと定義されている。

一部（家庭用焼却炉を
用いて行うもの等）が
たき火の範囲外

【解釈】森林法第21条の火入れとは、土地の利
用上の目的をもって、その土地の上にある立木
竹、雑草、堆積物等を面的に焼却する行為（昭
和59年農林水産事務次官通知）

【解釈】火の持つ本来の効用を利用するが、火を使用する設備器具を用いないで、又はこれらの設備
器具による場合でもその本来の使用方法によらないで、火をたく形態一般（逐条解説消防法第五版）

たき火
（消防法第３条等で規定されているもの）

【廃棄物の焼却に適用される廃掃法令上の規制】
○廃棄物の焼却の禁止（廃掃法第16条の２）
（例外）
・農林漁業を営むためにやむを得ないもの
・日常生活を営む上で通常行われる軽微なもの等

【たき火に適用される消防法令上の規制】
○可燃物の近くにおけるたき火の禁止（火災予防条例例第25条第１項）
○たき火をする場合における消火準備等の火災予防上必要な措置の義務づけ（火災予防条例例第25条第２項）
○火災とまぎらわしい煙等を
発するおそれのある行為等をする場合における消防本部への届出（火災予防条例例第45条）（※１）

○火の使用の制限（消防法第22条、火災予防条例例第29条）（※火災警報発令時のみ）

廃棄物の焼却
（廃掃法第16条の２で規定されているもの）

【廃棄物の定義】ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚
泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の
死体その他の汚物又は不要物であつて、固形状
又は液状のもの（廃掃法第２条第１項）

【火入れに適用される森林法令上の規制】
○森林又はその周囲１kmの範囲内における火入れに

対する市町村長による許可制度（森林法第21条）
（市町村長が許可できるもの）
・造林のための地ごしらえ ・開墾準備 ・害虫駆除
・焼畑 ・採草地の改良

基本的にたき火に包含される

○ 屋外における燃焼行為（たき火・火入れ・廃棄物の焼却）に対する関係法令上の規制の適用関係は、以下のとおり。

（参考）屋外における燃焼行為に対する規制の適用関係について
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●火災気象通報及び火災警報（消防法第22条）
第二十二条 気象庁長官、管区気象台長、沖縄気象台長、地方気象台長又は測候所長は、気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、その状

況を直ちにその地を管轄する都道府県知事に通報※しなければならない。
② 都道府県知事は、前項の通報を受けたときは、直ちにこれを市町村長に通報しなければならない。
③ 市町村長は、前項の通報を受けたとき又は気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、火災に関する警報を発することができる。
④ 前項の規定による警報が発せられたときは、警報が解除されるまでの間、その市町村の区域内に在る者は、市町村条例で定める火の使用の制限に従

わなければならない。

●火災警報発令中における火の使用制限（火災予防条例（例）第29条）
第二十九条 火災に関する警報が発せられた場合における火の使用については、次の各号に定めるところによらなければならない。
一 山林、原野等において火入れをしないこと。
二 煙火を消費しないこと。
三 屋外において火遊び又はたき火をしないこと。
四 屋外においては、引火性又は爆発性の物品その他の可燃物の附近で喫煙をしないこと。
五 山林、原野等の場所で、火災が発生するおそれが大であると認めて市（町・村）長が指定した区域内において喫煙をしないこと。
六 残火（たばこの吸殻を含む。）、取灰又は火粉を始末すること。
七 屋内において裸火を使用するときは、窓、出入口等を閉じて行なうこと

●たき火、喫煙の制限（消防法第23条）
第二十三条 市町村長は、火災の警戒上特に必要があると認めるときは、期間を限つて、一定区域内におけるたき火又は喫煙の制限をすることができる。

●罰則（消防法第44条）
第四十四条 次のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金又は拘留に処する。
一～十七 （略）
十八 第二十二条第四項又は第二十三条の規定による制限に違反した者
十九～二十三 （略）

●火災の予防等のための措置命令（消防法第３条）
第三条 消防長（消防本部を置かない市町村においては、市町村長。第六章及び第三十五条の三の二を除き、以下同じ。）、消防署長その他の消防吏員は、

屋外において火災の予防に危険であると認める行為者又は火災の予防に危険であると認める物件若しくは消火、避難その他の消防の活動に支障にな
ると認める物件の所有者、管理者若しくは占有者で権原を有する者に対して、次に掲げる必要な措置をとるべきことを命ずることができる。
一 火遊び、喫煙、たき火、火を使用する設備若しくは器具（物件に限る。）又はその使用に際し火災の発生のおそれのある設備若しくは器具（物件に限

る。）の使用その他これらに類する行為の禁止、停止若しくは制限又はこれらの行為を行う場合の消火準備
二 残火、取灰又は火粉の始末
三・四 （略）

②～④ （略）

⇒ 消防法第三条第一項に基づき、火災の予防等のための措置命令を行うことができる。なお、この命令に従わなかった者は、三十万円以下の罰金又は
拘留に処される。

（参考）参照条文 （消防法令に基づく火気使用制限）
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●たき火（火災予防条例（例）第25条）
第二十五条 可燃性の物品その他の可燃物の近くにおいては、たき火をしてはならない。
２ たき火をする場合においては、消火準備その他火災予防上必要な措置を講じなければならない。

●火災とまぎらわしい煙等を発するおそれのある行為等の届出（火災予防条例（例）第45条）
第四十五条 次の各号に掲げる行為をしようとする者は、あらかじめ、その旨を消防長（消防署長）に届け出なければならない。
一 火災とまぎらわしい煙又は火炎を発するおそれのある行為
二 煙火（がん具用煙火を除く。）の打上げ又は仕掛け
三 劇場等以外の建築物その他の工作物における演劇、映画その他の催物の開催
四 水道の断水又は減水
五 消防隊の通行その他消火活動に支障を及ぼすおそれのある道路工事
六 祭礼、縁日、花火大会、展示会その他の多数の者の集合する催しに際して行う露店等の開設（対象火気器具等を使用する場合に限る。）

（参考）参照条文 （消防法令に基づく火気使用制限）
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●火入れ（森林法第2１条）
第二十一条 森林又は森林に接近している政令で定める範囲内（※）にある原野、山岳、荒廃地その他の土地においては、その森林又は土地の所在する市

町村の長の許可を受けてその指示するところに従つてでなければ火入れをしてはならない。ただし、国又は地方公共団体が火入れをする場合は、この
限りでない。

２ 前項の市町村の長は、火入れをする目的が次の各号の一に該当する場合でなければ同項の許可をしてはならない。
一 造林のための地ごしらえ 二 開墾準備 三 害虫駆除 四 焼畑
五 前各号に準ずる事項であつて農林水産省令で定めるもの → 採草地の改良（森林法施行規則第４７条第１項）

３～４ （略）
※ 法第二十一条第一項の政令で定める範囲は、森林の周囲一キロメートルの範囲とする。（森林法施行令第３条の２）

●防火の設備等（森林法第2２条）
第二十二条 前条第一項の森林又は土地において火入をする者は、あらかじめ必要な防火の設備をし、且つ、火入をしようとする森林又は土地に接近して

いる農林水産省令で定める範囲内（※）にある立木竹の所有者又は管理者にその旨を通知しなければならない。
※ 法第二十二条の農林水産省令で定める範囲は、火入れをしようとする森林又は土地の周囲一キロメートルの範囲とする。

（森林法施行規則第４７条第３項）

●火入れ時の罰則（森林法第2０５条）
第二百五条 第二十一条第一項又は第二十二条の規定に違反した者は、二十万円以下の罰金に処する。この場合において、その火入れをした森林が保安

林であるときは、三十万円以下の罰金に処する。
２ 第二十一条第一項又は第二十二条の規定に違反し、これによつて他人の森林を焼燬した者は、三十万円以下の罰金に処する。この場合において、その

森林が保安林であるときは、五十万円以下の罰金に処する。

（参考）参照条文 （森林法令に基づく火入れ規制等）
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●廃棄物の焼却禁止（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第16条の２、第25条）

１．廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（焼却禁止）

第十六条の二 何人も、次に掲げる方法による場合を除き、廃棄物を焼却してはならない。
一 一般廃棄物処理基準、特別管理一般廃棄物処理基準、産業廃棄物処理基準又は特別管理産業廃棄物処理基準に従つて行う廃棄物の焼却
二 他の法令又はこれに基づく処分により行う廃棄物の焼却
三 公益上若しくは社会の慣習上やむを得ない廃棄物の焼却又は周辺地域の生活環境に与える影響が軽微である廃棄物の焼却として政令で定めるも

の

第二十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
一～十四 （略）
十五 第十六条の二の規定に違反して、廃棄物を焼却した者
十六 （略）

第三十二条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為
をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科する。

一 第二十五条第一項第一号から第四号まで、第十二号、第十四号若しくは第十五号又は第二項 三億円以下の罰金刑
二 第二十五条第一項（前号の場合を除く。）、第二十六条、第二十七条、第二十七条の二、第二十八条第二号、第二十九条又は第三十条 各本条の罰
金刑

２ （略）

２．廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
（焼却禁止の例外となる廃棄物の焼却）

第十四条 法第十六条の二第三号の政令で定める廃棄物の焼却は、次のとおりとする。
一 国又は地方公共団体がその施設の管理を行うために必要な廃棄物の焼却
二 震災、風水害、火災、凍霜害その他の災害の予防、応急対策又は復旧のために必要な廃棄物の焼却
三 風俗慣習上又は宗教上の行事を行うために必要な廃棄物の焼却
四 農業、林業又は漁業を営むためにやむを得ないものとして行われる廃棄物の焼却
五 たき火その他日常生活を営む上で通常行われる廃棄物の焼却であつて軽微なもの

（参考）参照条文 （廃棄物処理法令に基づく規制）
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